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国会議員に｢採決強行するな｣｢内閣不信任を｣の声、急いで集中を！
日本共産党など7党は7日に不信任案を提出することで合意しました。6日(月)の各界連・中央社保協合同の国会議員要請行動には雨の中、長野各界連から7人など12団体52人が参加しました。地元選出の衆参議員に要請行動をおこない、増税反対請願署名8,865人分、社会保障改悪反対署名843人分を提出しました。国会情勢報告をおこなった大門実紀史参議院議員は、「増税法案廃案の可能性は運動が作り出した」と参加者を励ましました。私たちの運動がここまで追い込んできたことを確信に、考えられるあらゆる方法を使って廃案に追い込みましょう。
1、 地元選出の衆参国会議員に「増税法案は廃案に」「内閣不信任を」の声を集中しましょう。

2、 街頭宣伝行動で情勢を知らせ、「増税されても仕方ない」と思っている人を励ましましょう。

3、 ７日(火)8日(水)の国会要請行動に可能な限り代表を送り、増税反対の声で国会を包囲しましょう。

＜大門実紀史議員の国会情勢報告・要旨＞
参議院で今日と明日、中央公聴会が開かれているが、その後の日程は決まっていない。
消費税増税法案は廃案の可能性が出てきている。国民の5割が増税に反対し、6割から7割が今国会での採決に反対している。自公は「8日に締め切って総括審議し、採決しろ」と民主党に要求。民主党は今のまま採決になると造反者が続出する可能性もあって採決を引き延ばそうとしている。先週、日本共産党が呼びかけて、7党で不信任案決議案を出すことを決めた。これは消費税増税反対の国民的運動と共産党などの奮闘でつくり出したもの。
自民党も「8日に採決しなければ独自で不信任案を提案する」と言い出した。7党の不信任案決議案が出されれば「一事不再議」のルールで、増税法案成立後に再び不信任案を提出することが出来ない。自民党は民主党に2つの条件を出している。①8日までに採決すること、②早期解散を約束すること。民主党は8日の採決は飲めても、解散は約束できない。自民党か、7党からか、どちらの不信任案を優先するか分からないが、国会にかかることになる。衆院では15人以上の造反者が出れば可決される可能性はある。参議院では問責決議案が出されれば可決できる。そうすると参院ではすべての審議がストップする。7日が最大の山場、ひとりでも多くの人が国会につめかけ廃案にしよう。

国会議員要請行動の結果から　＜8月３日分＞

●福島みずほ議員(社民)「増税反対の立場。大丈夫です。他の賛成の議員さんに是非言ってください」
●中西健治議員(みんなの党)「増税の前にやるべきことがある。7会派で廃案に向け合意して頑張る」

●金子洋一議員(民主)「消費税を上げた場合の景気動向を慎重に見極めている。党としての方針も大事」
●加藤修一議員(公明)「２カ月前は反対していましたよね」と追及すると「党の考えなので」。

●中村哲治議員(生活)「審議が足りていない。採決強行しないでほしいとの立場で奮闘している。（何度も）要請に来ていただいているのも知っています」
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